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【地籍調査】第７次計画における優先実施地域の考え方(案)について

国土全体（約37.8万㎢）

地籍調査対象外地域（国有林野、公有水面等：約9.2万㎢）

地籍明確化（地籍調査）の優先度が低い地域(約9.6万㎢）

○土地区画整理等の事業実施地域
○大規模な国公有地
○利用集約化の予定のない農地
○森林施業の予定のない林地

地籍調査対象地域(約28.6万㎢）

～H21
実施済み地域
(約14.0万㎢)

H22～31
第6次計画期間の
実施済み※地域

※見込み含む

（約1.0万㎢）

地籍調査未実施地域（約13.5万㎢)

○ 第７次計画の策定に当たっては、第６次計画策定時に設定した優先実施地域のうち未実施の地域につい
て、予算上の重点的な支援対象の考え方（11頁）や、市区町村の意見等も踏まえた上で、今後10年間で特に
優先的に実施する地域（最優先実施地域）を検討・整理すべきではないか。

次々期計画以降
実施する地域

予算上の重点的な支援対象の考え方
（社会資本整備、防災対策、都市開発、
森林施業・保全、所有者不明土地対策）

等を踏まえ、政策効果の高い地域で
あるかを検討・整理

6次計画における優先実施地域の残部分
（約4万㎢）

1

次期計画の
最優先実施地域

素案（地籍調査の調査区域の重点化）
P10･24行目～36行目



【地籍調査】分野ごとの達成状況を表す指標（案）

分野 指標 分子 分母

評価の単位

全
国

都
道
府
県

市
町
村

全体

地籍調査進捗率 全国の地籍調査実施済み面積 全国の地籍調査対象面積 ○ ○ ○

地籍調査に関する基本方針等の策定状
況を示す指標 【１】

地籍調査に関する基本方針等を策定した市区
町村数

－ ○ ○

優先実施地域における地籍調査の進捗
を示す指標 【２】

地籍調査の優先度が高い地域における調査実
施済の面積

地籍調査の優先度が高い地域の面積 ○ ○ ○

直近の取組状況を示す指標 【３】
直近の一定期間における進捗率又は実施面積
の増

－ ○ ○

都市部

都市部の地籍調査進捗率 都市部における地籍調査実施済み面積 都市部における地籍調査対象面積 ○ ○ ○

都市部における官民境界情報の整備状
況を示す指標 【４】

官民境界情報を整備した地域の面積（都市部） 地籍調査対象面積（都市部） ○ ○ ○

都市部における一定程度地籍が明確化
されている地域の割合を示す指標【５】

都市部における一定程度地籍が明確化されて
いる地域の面積

都市部における地籍調査対象面積 ○ ○ ○

山村部

山村部の地籍調査進捗率 山村部における地籍調査実施済み面積 山村部における地籍調査対象面積 ○ ○ ○

山村部における効率的な新手法の活用
状況を示す指標 【６】

リモートセンシング手法等の効率的な新手法を
活用して地籍調査を実施した団体数

－ ○ ○

災害
対策

災害想定区域における地籍調査の実施
状況を示す指標 【７】

災害想定区域における地籍調査実施済面積 災害想定区域の面積 ○ ○ ○

○ 地籍整備の進捗状況を国民に分かりやすく伝えるとともに、実施主体等がその進捗を適切に管理するため、現行の
進捗率の指標に加え、以下の赤欄に例示するような分野ごとの新たな指標の設定について検討してはどうか。

○ なお、指標の設定に当たっては、当該指標に係る調査主体等の管理負担も考慮し、ある程度絞り込むことも必要で
はないか。また、最終的に十箇年計画及び補足説明資料の内容となるものと、それ以外の形で公表・管理するものの
両方があり得るのではないか。

※現行

※現行

※現行
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素案（地籍調査の調査区域の重点化）
P11･1行目～12行目



平成31年 令和元年 令和２年

２月 ５月 ～12月

土
地
政
策
の
全
体
像
の

見
直
し

土
地
基
本
法
関
係
・地
籍
調
査
関
係

土地政策分科会における今後の検討スケジュール （案）

・「土地政策の
新たな方向性2016」
フォローアップ

・とりまとめ報告

企画部会 企画部会
・

特別部会

土地政策
分科会

5/22

・改正法案の概要の
提示

・今後の土地政策の
全体像に関する
議論の開始

・全体像に関する
中間とりまとめ

・全体像に関する
最終とりまとめ

・改正法案に関する検討 ・土地基本法改正

・国土調査法等
改正

・改正法案に関する検討

・特別部会とりまとめ
（2/27）

・企画部会
国土調査のあり方に関する検討小委員会

中間とりまとめ（2/27）

・同小委員会
報告書とりまとめ
（７月頃）

・第７次国土調査
事業十箇年計画
の策定
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素案（おわりに）
P17･15行目～17行目

第23回国土審議会土地政策分科会（R1.5.22）資料より


